
千葉市監査委員告示第１０号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、定期監査及

び財政援助団体等監査の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通

知がありましたので、公表します。 

 

    平成２８年１０月３１日 

 

千葉市監査委員 清 水 謙 司 

同       宮 原 清 貴 

同       酒 井 伸 二 

同       石 井 茂 隆



２８千総総第２１００号 

平成２８年１０月２７日 

 

 千葉市監査委員 清 水  謙 司 様 

 同       宮 原 清 貴 様 

 同       酒 井 伸 二 様 

 同       石 井 茂 隆 様 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 平成２６年度監査報告第１０号並びに平成２７年度監査報告第８号及び第１０号により 

報告のあった監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１９９条第１２項の規定により別紙のとおり通知します。 



報告書番号 ２６監査報告第１０号 

監査の種類 財務定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（４）財産管理事務 

イ 受益者負担金に係る債権の報告を適

正に行うべきもの（建設局） 

「適正な債権管理事務の執行につい

て」（平成２６年４月２８日付け債権管

理課長通知）によると、複数年度にわた

って返還される貸付金などにおいて、当

該年度に調定していないものについて

は、台帳の整備を行うなど適正に管理す

るとともに、決算書中の財産に関する調

書に記載することとされている。 

また、決算の調製に伴い、平成２６ 

年５月１２日付けで会計室長が依頼し

た「決算に伴う書類の提出について」に

よると、財産に関する調書に記載すべき

債権額等について、債権現在額報告書に

より会計管理者に報告することとされ

ている。 

しかしながら、急傾斜地崩壊防止工 

事受益者負担金については、複数年度に

わたって納入されるものであって、次年

度以降に調定することとなる債権額等

について、債権現在額報告書により会計

管理者に債権としての報告が行われて

いないため、財産に関する調書に記載さ

れていなかった。 

受益者負担金に係る債権の報告につ

いては、通知等に基づき適正に行われた

い。 

 

 

 

 

 受益者負担金に係る債権の報告について

は、年度毎に急傾斜地崩壊防止工事受益者負

担金簿を作成し管理するとともに、平成２７

年度決算から債権現在額報告書により報告

を行い、財産に関する調書に記載されてい

る。 

 

  



報告書番号 ２７監査報告第８号 

監査の種類 財務定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）収入事務 

  イ 収入事務の委託に伴う収納金の払込

みを適正に行うべきもの（保健福祉局） 

    予算会計規則第４２条第６項による

と、収入事務受託者は、収入金を収納し

たときは、当日又は翌日に歳入徴収者が

指示する方法により指定金融機関等に

払い込まなければならないとされてい

る。 

    しかしながら、畜犬登録促進指導等業

務委託については、契約書において、受

注者が手数料を収納したときは、当日又

は翌日に指定金融機関等に払い込まな

ければならないと規定しているにもか

かわらず、１か月から２か月程度まとめ

て払込みを行っている状況が見受けら

れた。 

収入事務の委託に伴う収納金の払込

みについては、公金が市民から負託され

た貴重な財産であることを認識し、適正

に行われたい。 

 

 

 

 

収入事務の委託に伴う収納金の払込みに

ついては、平成２７年１２月２５日に保健福

祉局長から保健福祉局各所属長に対し文書

で通知し、収入事務受託者が収入金を収納し

たときは、相手方から収入日の報告を受ける

など、契約内容の履行状況を確認するよう所

属職員へ周知徹底を図った。 

 また、当該委託契約の所管課においては、

予算会計規則第４２条第６項ただし書きの

規定により、会計管理者と事前協議を行うと

ともに、契約約款の見直しを図り、平成２８

年度から、収入事務受託者による収納金の払

込みが適正に行われていることを確認して

いる。 

  

 

ウ 還付未済額の報告を適正に行うべき

もの（保健福祉局） 

    決算の調製に伴い、平成２７年５月 

１２日付けで会計室長が依頼した「決算

に伴う書類の提出について」によると、

歳入歳出決算事項別明細書に記載すべ

き還付未済額について、科目、金額を整

理し、会計室へ報告することとされてい

る。 

    しかしながら、墓地管理料について

は、歳入歳出決算事項別明細書に記載す

べき還付未済額があるにもかかわらず、

当該科目、金額を会計室へ報告していな

かった。 

還付未済額の報告については、収入未

済額に影響を与えるものであることか

ら、適正に行われたい。 

 

 

還付未済額の報告については、平成２７年

１２月２５日に保健福祉局長から保健福祉

局各所属長に対し文書で通知し、歳入歳出決

算事項別明細書に記載すべき事項について、

適正に会計室へ報告を行うよう所属職員へ

周知徹底を図った。 

 また、当該歳入の所管事業所においては、

平成２７年度決算に係る墓地管理料の還付

未済額について、過年度分を平成２８年４月

に、現年度分を同年６月に会計室へ報告し

た。 

 

  

 

 



（２）支出事務 

  ア 広告事業に係る歳入歳出の経理処理

を適正に行うべきもの（保健福祉局） 

    地方自治法第２１０条によると、一会

計年度における一切の収入及び支出は、

すべてこれを歳入歳出予算に編入しな

ければならないとされている。 

    しかしながら、母子健康手帳別冊作成

業務委託については、契約において、広

告料を受託者の収入とし、作成費から広

告料収入相当額を相殺した額を委託料

としているが、相殺額に係る歳入歳出の

経理処理が行われていなかった。 

  広告事業に係る歳入歳出について

は、総計予算主義の原則により、収入

及び支出の実態を把握し、市の事業に

係る予算の全貌を明らかにすることが

求められることから、適正な経理処理

を行われたい。 

 

 

 

広告事業に係る歳入歳出の経理処理につ

いては、平成２７年１２月２５日に保健福祉

局長から保健福祉局各所属長に対し文書で

通知し、広告事業に係る収入は歳入とし、業

務委託に係る支出は歳出として、それぞれ収

入、支出の処理を行うよう所属職員へ周知徹

底を図った。 

 また、当該広告事業の所管課においては、

平成２８年度当初予算に相殺額に係る歳入

歳出をそれぞれ計上した。 

イ 補助金の交付決定に必要な規定を明

確にすべきもの（保健福祉局） 

    公衆浴場経営基盤安定化補助金交付

要綱第２条によると、補助対象となる浴

場は、入浴料金を物価統制令第４条に規

定する統制額の範囲内で営業している

公衆浴場で、直近の税務に係る申告書等

において、浴場営業に係る経営収支実績

に欠損額が生じたものとされている。 

    また、経営収支実績の欠損額について

は、補助対象営業経費から入浴料金収入

額を控除して算定することとされてお

り、補助対象営業経費は、用水費、燃料

費、光熱費、消耗品費、浴場の修繕費、

循環ろ過器維持費及びその他浴場経営

に必要と認められる経費とされている。 

    しかしながら、公衆浴場経営基盤安定

化補助金交付要綱においては、補助対象

営業経費のうち、その他浴場経営に必要

と認められる経費の範囲が不明確とな

っている状況が見受けられた。 

補助金の交付決定に必要な規定につ

いては、要綱により明確に定められた

い。 

 

 

補助金の交付決定に必要な規定について

は、平成２７年１２月２５日に保健福祉局長

から保健福祉局各所属長に対し文書で通知

し、補助金交付要綱により明確に定め、要綱

に基づき適正に処理するよう所属職員へ周

知徹底を図った。 

 また、当該補助金の所管課においては、平

成２８年４月１日付けで補助金交付要綱を

改正し、その他浴場経営に必要と認められる

経費の項目を削除するなど補助対象営業経

費の範囲を明確にした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



エ 補償、補填及び賠償金の執行を適正に

行うべきもの（稲毛区選挙管理委員会事

務局） 

    「決裁規程の運用について」（副市長

依命通達）によると、決裁に至るまでの

手続きにおいて、合議を要する事項につ

いては、必要に応じて担当課と事前に協

議、調整することとされており、別表に

おいて、損害賠償に係る支出負担行為に

ついては、政策法務課長の合議を要する

ものとされている。 

    しかしながら、外部団体が所有する運

動用具の修理に係る費用については、法

務担当部署との事前協議が行われなか

ったため、経費の内容が賠償金の性質を

有するものであるにもかかわらず、賠償

金として処理されていなかった。 

補償、補填及び賠償金の執行について

は、その経費の性質の判断に際し事前協

議を行うなど、適正に行われたい。 

 

 

 

 

補償、補填及び賠償金の執行については、

所属長から職員に対して決裁規程等に基づ

き、必要に応じて法務担当部署と事前協議を

行うなど、適正に行うよう周知徹底した。 

（４）財産管理事務 

  ウ 行政財産目的外使用許可を適正に行

うべきもの（保健福祉局） 

    公有財産規則第２１条第１項による

と、所管課長は、行政財産の目的外使用

の許可を受けようとする者に対して、行

政財産使用許可申請書により市長に申

請させなければならないとされている。 

    しかしながら、桜木霊園及び平和公園

等においては、バス停留所標識、電柱、

電話柱及び公衆電話所の設置のため、行

政財産を目的外に使用させているにも

かかわらず、相手方から行政財産使用許

可申請書により申請させていなかった。 

行政財産目的外使用許可については、

適正に行われたい。 

 

 

 

 

行政財産目的外使用許可については、平成

２７年１２月２５日に保健福祉局長から保

健福祉局各所属長に対し文書で通知し、使用

許可を受けずに使用しているものがないか、

許可期間を経過していないか、適宜現地の確

認を行うよう所属職員へ周知徹底を図った。 

 また、当該行政財産の所管課等において

は、道路管理者とともに事業者と現地立会を

行い、行政財産使用許可に係る申請がされて

いないものについては、事業者に行政財産使

用許可申請書を提出させた。 

なお、現地立会により、対象物件が道路敷

地内に設置してあることを確認したものに

ついては、道路占用許可申請をするよう指導

した。 

 

  



報告書番号 ２７監査報告第１０号 

監査の種類 財務定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）収入事務 

ア 行政財産目的外使用料の徴収を適正

に行うべきもの（財政局） 

行政財産使用料条例第３条第１項及

び第２項によると、行政財産使用料は

前納が原則となっており、例外として、

使用者が国、他の地方公共団体その他

公共団体若しくは公共的団体である場

合又は市長が別に定める場合は、使用

料を後納させることができるとされて

いる。 

また、「行政財産使用料の後納の取扱

いについて」（平成２２年３月３０日付

け財政部長通知）によると、市長が別

に定める場合として、使用開始日が４

月１日である場合や許可期間が年度を

またぐ使用許可の場合の次年度以降分

の使用料については、使用開始日又は

年度当初日から起算して３０日以内に

納付させなければならないとされてい

る。 

しかしながら、行政財産目的外使用料

の徴収については、使用開始日が４月１

日である場合又は許可期間が年度をま

たぐ使用許可の場合の次年度以降分に

係る使用料を使用開始日又は年度当初

日から起算して３０日を過ぎた納期限

で納入の通知がなされていた。 

行政財産目的外使用料の徴収につい

ては、条例等に基づき適正に行われた

い。 

 

  

 

行政財産目的外使用料の徴収については、

平成２８年度分から、条例等に基づき、使用

開始日が４月１日である場合又は許可期間が

年度をまたぐ使用許可の場合の次年度以降分

の使用料は、使用開始日又は年度当初日から

起算して３０日以内の日を納期限として納入

通知書を送付した。 

ウ 直接収納に係る領収書の交付を適正

に行うべきもの（財政局） 

予算会計規則第３２条第５項による

と、現金出納員等は、納入義務者から現

金を直接収納した場合において、領収書

を納入義務者に交付するときは、納入通

知書等、納付書及び領収書綴の領収欄に

所定の領収印を押印しなければならな

 

 

原動機付自転車等の試乗用標識の交付手数

料の直接収納に係る領収書については、平成

２８年３月から、予算会計規則等に基づき領

収書に現金出納員の印を押印し、適正に納入

義務者へ交付している。 



いとされている。 

 また、「予算会計規則の運用について」

（副市長依命通達）第３２条関係第２に

よると、「所定の領収印」とは、公印規

則で定める現金出納員印、区現金出納員

印、領収印及び区領収印をいうとされて

いる。 

 しかしながら、原動機付自転車等の試

乗用標識の交付手数料の直接収納に係

る領収書については、現金出納員印を押

印すべきところ、所管課長の認印を押印

し、納入義務者に交付している状況が見

受けられた。 

 直接収納に係る領収書の交付につい

ては、市が納入義務者から現金を収納し

た事実を明確にするため、適正に行われ

たい。 

エ 固定資産税及び都市計画税の減免を 

適正に行うべきもの（財政局） 

    市税条例第９条第１項第３号による

と、市長は、公益上その他の事由によ

り、特に減免を必要とするときは、固

定資産税及び都市計画税（都市計画税

については、地方税法第７０２条の８

第７項の規定により固定資産税の減免

額の割合と同じ割合によって減免を行

うとされている。）を減免することがで

きるとされている。 

    また、同条例施行規則第８条による

と、固定資産税及び都市計画税を減免

するときは、別表第２に定めるところ

により、必要に応じて減免するものと

するとされており、別表第２において、

物価統制令第４条の規定に基づき千葉

県知事が入浴料金を定める公衆浴場の

用に供する固定資産について、減免の

範囲とすることが定められている。 

    しかしながら、一部の公衆浴場に対

する固定資産税及び都市計画税の減免

においては、直接公衆浴場の用に供し

ていない固定資産を減免の範囲に含め

て減免が行われている事例が見受けら

れた。 

 

 

固定資産税及び都市計画税の減免について

は、平成２８年４月に市税条例、市税条例施

行規則及び固定資産税・都市計画税減免事務

取扱要領に基づき適正な対応をするよう、課

税管理課長から両市税事務所資産税課長に周

知徹底し、以後、適正に行っている。 



固定資産税及び都市計画税の減免に

ついては、減免申請書及び減免対象資

産の実地調査に基づき、減免の範囲に

該当するかを的確に審査するなど、適

正に行われたい。 

（２）支出事務 

ア 業務委託に係る支出負担行為の専決

を適正に行うべきもの（水道局） 

水道局における支出負担行為に関す

る規定として、水道局会計規程第２４条

第１項によると、支出の原因となるべき

契約その他の行為については、あらかじ

め文書によって市長の決裁を受けなけ

ればならないとされている。 

また、水道局決裁規程別表によると

建設改良費等を除く支出負担行為につ

いて、支出負担行為額が３，０００万円

以上のものは局長が、３，０００万円未

満のものは課長等が、それぞれ専決する

ことができるとされている。 

しかしながら、送・配水施設等維持

管理業務委託に係る支出負担行為につ

いては、支出負担行為額が３，０００万

円以上であるにもかかわらず、所長が専

決していた。 

支出負担行為の専決については、規程

に基づき適正に行われたい。 

 

 

 

業務委託に係る支出負担行為の専決につい

ては、平成２８年４月１日に水道局長から水

道局各所属長に文書で通知を行い、各規程に

基づき適正に行うよう周知徹底を図り、平成

２８年度分から、適正に行っている。 

（３）契約事務 

ア 産業廃棄物の運搬及び処分の委託を

適正に行うべきもの（総合政策局） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第１２条第５項によると、事業者は、

事業活動に伴って生じた産業廃棄物の

運搬又は処分を他人に委託する場合に

は、許可を受けた産業廃棄物収集運搬

業者及び産業廃棄物処分業者（以下「産

廃許可業者」という。）に委託しなけれ

ばならないとされている。 

しかしながら、東京事務所移転に伴

い発生した不用物品の廃棄処理におい

て、産廃許可業者に運搬及び処分を委

託しなければならないところ、産廃許

 

 

 

産業廃棄物の運搬又は処分を伴う業務の委

託については、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律に基づく許可を受けた産業廃棄物収集

運搬業者及び産業廃棄物処分業者に委託する

よう所属長から職員に対し周知徹底した。 



可業者ではない者にこれらを委託して

いた。 

産業廃棄物の運搬及び処分の委託に

ついては、法令に基づき適正に行われ

たい。 

ウ 請負契約に係る想定業務量の算定を 

適正に行うべきもの（財政局） 

税務事務センター運営業務委託に係

る仕様書によると、税務事務センター

における税務関係照会文書等の処理に

係る委託期間中の想定業務量は、仕様

書別紙「税務事務センターの月別年間

事務量」を参考とすることとされてい

る。 

しかしながら、当該業務委託につい

ては、仕様書に定める想定業務量が、

実績と大きく乖離している状況が見受

けられた。 

請負契約は、受注者が市から独立し

て業務を行うものであることから、従

事者の配置・増員等が適時・適切に行

われ、効率的かつ円滑な業務の履行が

確保されるよう、想定業務量の算定を

適正に行われたい。 

 

 

税務事務センター運営業務委託に係る想定

業務量の算定については、平成２８年度の契

約に当たり、前年度実績の平成２７年２月か

ら平成２８年１月までの１２か月の業務量を

適正に算定した。 

エ 希望型指名競争入札を適正に執行す

べきもの（財政局） 

「業務委託に係る希望型指名競争入

札の入札参加資格要件等の設定につい

て」（平成２２年１２月２７日付け財政

部長通知）によると、希望型指名競争

入札に係る予定価格の積算に当たって

は、最低賃金法など労働関係法令等を

遵守し、業務内容に見合った適切な積

算内訳書を作成し、適正な予定価格を

設定することとされている。 

また、落札者の決定に当たっては、

相手方から必ず積算内訳書等を徴収

し、入札価格の積算根拠等を確認する

とともに、最低賃金法など労働関係法

令等に照らし、適正な業務の履行の確

保が可能かどうか十分に検証すること

とされている。 

 

 

希望型指名競争入札の執行については、平

成２８年３月以降、「業務委託に係る希望型指

名競争入札の入札参加資格要件等の設定につ

いて」に基づき適正な予定価格を設定すると

ともに、落札者から積算内訳書を徴収し、積

算根拠等の確認を適正に行っている。 



また、落札者の決定に当たっては、

相手方から必ず積算内訳書等を徴収

し、入札価格の積算根拠等を確認する

とともに、最低賃金法など労働関係法

令等に照らし、適正な業務の履行の確

保が可能かどうか十分に検証すること

とされている。 

しかしながら、一部の業務委託につ

いては、入札結果に影響はなかったも

のの、希望型指名競争入札に係る予定

価格の設定に当たって市が作成した積

算内訳書が、仕様書に定める業務内容

に見合った数量で積算されていない事

例が見受けられた。 

また、落札者の決定に当たり、相手

方から積算内訳書等を徴収していない

など、積算根拠等の確認が十分になさ

れていない事例も見受けられた。 

希望型指名競争入札の執行に当たっ

ては、適正な業務の履行を確保するた

め、予定価格の設定の基礎となる積算

内訳書を適切に作成するとともに、落

札者の決定における入札価格の積算根

拠等の確認を適正に行われたい。 

オ 最低制限価格を適正に設定すべきも

の（財政局） 

地方自治法施行令第１６７条の１３

において準用する同施行令第１６７条

の１０第２項によると、普通地方公共

団体の長は、指名競争入札により工事

又は製造その他についての請負の契約

を締結しようとする場合において、当

該契約の内容に適合した履行を確保す

るため特に必要があると認めるとき

は、あらかじめ最低制限価格を設けて

落札者を決定することができるとされ

ている。 

 しかしながら、平成２７年度給与所

得等に係る市民税・県民税特別徴収税

額の決定通知書等の封入封緘等に伴う

派遣業務委託に係る希望型指名競争入

札については、入札結果に影響はなか

ったものの、その契約の性質が請負契

 

 

市民税・県民税特別徴収税額の決定通知書

等の封入封緘等に伴う派遣業務委託に係る希

望型指名競争入札については、平成２８年度

から、契約の性質を踏まえ、最低制限価格を

設定しないこととした。 



約ではなく、労働者派遣契約であるに

もかかわらず、最低制限価格を設定し

ていた。 

 最低制限価格は、検査のみでは契約

の適正な履行を完全に確保することが

困難な請負契約において例外的に認め

られているものであることから、契約

の性質に応じて適正に設定されたい。 

キ 長期継続契約の締結を適正に行うべ

きもの（水道局） 

「長期継続契約を締結することがで 

きる契約を定める条例の運用につい

て」（平成１７年３月２３日付け財政部

長通知）によると、長期継続契約を締

結する際には、契約書に次年度以降に

予算措置がされない場合は、金額の変

更契約をするか、契約を解除する旨を

記載することとされている。 

しかしながら、一部の契約について

は、長期継続契約を締結しているにも

かかわらず、契約書中に次年度以降に

予算措置がされない場合は、金額の変

更契約をするか、契約を解除する旨が

記載されていなかった。 

長期継続契約の締結に当たっては、

通知等に基づき適正に行われたい。 

 

 

長期継続契約の締結については、平成２８

年４月１日に水道局長から水道局各所属長に

文書で通知を行い、各通知等に基づき適正に

行うよう周知徹底を図り、契約書に次年度以

降に予算措置がされない場合は、変更契約又

は契約解除する旨を記載した。 

（４）財産管理事務 

ア 定額小為替証書の管理を適正に行う

べきもの（財政局） 

物品会計規則第４６条によると、物

品取扱員等は、出納又は保管する消耗

品について消耗品出納簿を備え、消耗

品の分類及び品目ごとにその増減等に

よる数量、現在高その他必要な事項を

記録しなければならないとされてい

る。 

    また、「消耗品出納簿の記載につい

て」（平成１６年４月１日付け会計室長

通知）によると、切手、印紙、プリペ

イドカードなどの金券類及び薬品、油

類等の危険物については、消耗品出納

簿への記載を省略せず、特に適正な管

 

 

 

定額小為替証書の管理については、平成 

２８年２月から新たに為替管理簿を作成する

とともに、物品取扱員及び物品管理者による

在庫確認を行うなど、以後、適正な管理を行

っている。 



理に努めることとされている。 

    しかしながら、課税管理課において

は、税務証明の郵送請求に伴うつり銭

交付用として、定額小為替証書を出納

保管しているが、当該定額小為替証書

に係る消耗品出納簿が備えられていな

かった。 

定額小為替証書は、切手等と同様に

金券としての性質を有する消耗品であ

ることから、管理を適正に行われたい。 

（５）その他 

ア 公文書の保存を適正に行うべきもの 

（総合政策局） 

公文書管理規則第６条によると、市長

は、公文書を、市長が定める保存期間が

経過するまでの間、所定の書庫、保管庫

等において適切に保存しなければならな

いとされている。 

   しかしながら、平成２７年国勢調査の

調査用品受領、保管、仕分け等、配送業

務委託の事務処理において、予定価格の

設定に当たって作成した積算内訳書を保

存することなく、業務委託終了後に廃棄

していた。 

公文書の保存については、規則に基づ

き適正に行われたい。 

 

 

 

積算内訳書等の公文書の保存については、

平成２８年３月２５日付けで総合政策局経理

主任から局内各所属長に対し、公文書管理規

則に基づき適正に文書管理を行うよう通知

し、これを受け、所属長から職員に周知徹底

した。 

 

 


